
目白大学・保健医療学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２４１４

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

健康長寿社会の実現に向けた都市部における自助・互助・共助・公助の連携に関する研究

The study of effectiveness of the cooperation of health promotion services, 
which include self-help, mutual, public services.

７０４５０５５９研究者番号：

新井　武志（ARAI, Takeshi）

研究期間：

１５Ｋ０１４７５

平成 年 月 日現在３０   ６   ５

円     1,900,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、都市部における地域在住高齢者の心身の機能が、自助、互助、共助、公
助のどのようなサービスと結びつくと心身機能の維持向上の効果が高いのかをそれぞれの連携に焦点をあてて検
討した。地域在住高齢者を最大2年間追跡した結果、全体での検討では、握力の改善、口腔機能の悪化、心の改
善、生活機能の悪化があった。一方、それ以外の心身機能は維持されていた。連携という意味で、自助、互助、
公助の組み合わせによって、心身機能の変化について差が生じるのか検討したが、Timed Up and Go Testの変化
に有意差が認められたものの、少なくとも多くの活動を組み合わせればよいわけではないという結果になった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to clarify the effectiveness of the 
services for health promotion of the community-dwelling elderly and their cooperation. We followed 
the subjects for up to 2 years.Most of the subject's physical and mental functions were maintained.
Accoding to the results of this research, it was suggested that combining several services might not
 be effective. On the other hand, we could not clearly show what kind of service was effective.

研究分野： 応用健康科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
わが国では、平成 12 年 4 月に公的介護保

険制度がスタートした。開始当時約 200 万人
だった要支援・要介護認定者数が増加の一途
をたどり、平成 29 年 6 月には 630 万人を超
え、制度導入当初の 3 倍に達している 1)。増
大する社会保障費の増加抑制は、わが国の喫
緊の課題である。国（政府）は我が国の社会
保障の将来像を示し、その改革の位置づけの
中で、地域包括ケアシステムの構築を推進し
ている。地域包括ケアシステムとは、「ニー
ズに応じた住宅が提供されることを基本と
した上で、生活上の安全・安心・健康を確保
するために、医療や介護、予防のみならず、
福祉サービスを含めた様々な生活支援サー
ビスが日常生活の場（日常生活圏域）で適切
に提供できるような地域での体制」と定義さ
れている。これらのシステムの効率的な運用
により医療費・介護費の増加抑制を図ること
を目指している（図 1 参照）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
同制度の根拠となる介護保険法 2)には、予

防やリハビリテーションの重要性が謳われ、
同法第 2 条第 2 項には、「保険給付は、要介
護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよ
う行われるとともに、医療との連携に十分配
慮して行われなければならない。」とある。
さらに、第 4 条には、「国民は、自ら要介護
状態となることを予防するため、加齢に伴っ
て生ずる心身の変化を自覚して常に健康の
保持増進に努めるとともに、要介護状態とな
った場合においても、進んでリハビリテーシ
ョンその他の適切な保健医療サービス及び
福祉サービスを利用することにより、その有
する能力の維持向上に努めるものとする。」
とある。つまり、公的介護保険制度は、もと
もと自立支援を目指した制度であり、介護保
険サービスの提供は当該利用者の状態の改
善や悪化防止のために行われるはずであり、
国民も自身の健康を維持改善する努力をす
ることが求められている。近年介護予防が注
目を集めており、地域在住高齢者に対する運
動介入の効果について、短期的 3-5)および長
期的 6,7)な効果が報告されいる。介護予防事
業として、運動介入を中心とした「運動器の
機能向上プログラム」は、多くの自治体で実

施されている。 
わが国の高齢者は諸外国に比べ医療依存

度が高く、「自分の健康は自分で守る」とい
った「自助」の意識醸成はあまり進んでいな
い。また、地縁などを中心としてお隣・ご近
所が共同して支え合いの活動を醸成する「互
助」の考え方は、地域、特に都市部ではなか
なか根づいていない。地域包括ケアシステム
の推進で言われるような、ボランティアや自
治会活動などのインフォーマルなサービス
を整備・活用し、誰もが住み慣れた街でいき
いきと過ごせるような街づくりを推進する
視点を、住民に普及啓発していく必要がある。 
一方、平成 27 年度の介護保険法改正の議

論では、介護保険制度の理念にある本来の自
立支援の観点を強化すること、また、介護予
防事業の改正の議論では、これまでの介護予
防が機能訓練に偏り、参加者のその後の「活
動」や「参加」を促す視点が乏しかったとの
指摘があった 8)。現在まで、公助（自治体の
サービス）と共助（医療保険・介護保険）を
中心とした整備が進められてきたが、公助と
して自治体が実施する健診や教室などへの
参加はあっても、どのように自助や互助に資
するような活動を推進あるいは連携させて
いけば健康長寿の街づくりに結びつくのか、
そのノウハウについては十分な情報がなく、
科学的にも証明されていないのが現状であ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 2にあるように連携にはさまざまな形が

ある。どの連携が最も身体機能や精神機能の
維持・向上に効果的であるのか検討したデー
タは見当たらない。前述の通り、短期的・専
門的な介入（支援）によって高齢者の心身機
能の向上に効果があることがわかっていて
も、地域で活用できる社会的資源（マンパワ
ー、財源、施設・設備等々）は有限であるた
め、地域住民の健康を公助のみで支え続ける
ことには限界がある。本研究では「自助・互
助・共助・公助」として用いる「手段」と地
域住民個々の体力などの「健康指標」との関
係を整理する。そこから公費や人的資源の効
果的な事業展開に活用することが期待でき
る。 

 
２．研究の目的 
本研究の最終的な目的は、今後急速な高齢

化が進む都市部における、効果的な地域連携
の在り方を明確に示すことである。そのため



に、まず、本研究では、都市部における地域
在住高齢者を対象とし、「自助・互助・共助・
公助」とのつながりと、その利用状況の変化
と、メインアウトカムとしての「身体機能」、
「生活機能」と「精神心理機能」を追跡調査
した。それによって、効果的なサービス連携
の形を明らかにすることが本研究の目的で
ある。また、閉じこもりがちで「自助・互助・
共助・公助」のサービスから漏れがちになる
者も行政の協力を得ながら対象に含めるよ
うに努める。そのような高齢者こそ「自助・
互助・共助・公助」の連携が必要であると考
えるためである。 
特に直接的に税金（および介護保険料の一

部）が投入される、「公助」である自治体の
介護予防サービスの利用者については、その
追跡を重点的に行う。初回調査後、どのよう
な「自助」や「互助」、「公助」などに資する
支援とつながれば効果的なのか、その支援に
はどのような手段を用いれば心身機能の維
持に効果的なのかを明らかとすることを目
指した。また、将来的には心身の機能の維持
の程度と投下された公費の関係が明らかに
することができれば、費用対効果の面からも
より効率的な公費の投下対象が明らかとな
る。 
 
３．研究の方法 
1)対象 
本研究は、東京都内の複数の自治体に居住

する地域在住高齢者を対象とした。 
各自治体の介護予防事業を利用した者、地

域で自主的に体操などの活動を実施してい
る者、自治体の公共施設を利用する者などを
対象とした。 
本研究の計画申請時点では、共助としての

介護保険制度利用者の調査を実施しようと
考えていた。しかし、初年度である平成 27
年度に介護保険法の改正よび新しい介護予
防・日常生活支援総合事業が導入されたこと
により、要支援者が利用してきた介護保険サ
ービスのうち介護予防通所介護および介護
予防訪問介護が自治体事業に移行すること
になった。そのため、共助としての介護予防
通所介護を利用する者のデータ収集は行わ
なかった。 
2)調査項目 
本研究の調査項目は、「基本情報」として

年齢、性別、Body Mass Index（以下 BMI）を
調査した。また、身体機能として、握力、5m
最大歩行時間（秒）および 5m 通常歩行時間
（秒）（以下最大歩行と通常歩行）、Timed Up 
& Go Test（秒）（以下 TUG）、片足立ち時間（秒）
（以下片足立ち）を測定した。その他、主観
的健康感（以下健康感）について、「よい」、
「まあよい」、「ふつう」、「あまりよくない」、
「よくない」の五件法で調査した。さらに、
生活機能について、国が示している「基本チ
ェックリスト」を調査した。基本チェックリ
ストとは、厚生労働省が要支援・要介護へ移

行するリスクを早期に発見するためのツー
ルとして開発した 25 項目からなる質問紙調
査である。「バスや電車で一人で外出してい
ますか」、「日用品の買い物をしていますか」
などの質問への回答（「はい」か「いいえ」）
のうち、ネガティブな状況に対して 1点を加
え、合計点（ /25 点）や複数のドメインで
の基準に基づいてリスクを判定する。ドメイ
ンは「運動器（3/5 で該当）」、「栄養（2/2 で
該当）」、「口腔機能（2/3 で該当）」、「閉じこ
もり（問16の回答により該当）」、「物忘れ（1/3
以上で該当）」、「こころ（うつ）（2/5 で該当）」、
「生活機能（10/20 で該当）」となっている。 
本調査項目を、6 か月ごとに追跡調査を実

施した。追跡調査時に、それまでに利用した
介護保険および介護予防サービスや活動に
ついて聴取し、その内容によって「公助（自
治体主催の介護予防サービス等）」、「共助（公
的介護保険サービス）」、「互助（住民主体で
行っている活動）」、「自助（主に自宅などで、
個人で行っている健康増進活動）」として分
類した。 
3)調査期間 
本調査の調査時期は、所属機関の倫理審査

および関係機関の承認を受けた後、平成 27
年 11 月から調査を開始した。それぞれの対
象者の初回調査時を T1 とし、およそ 6 ヵ月
（半年）ごとに調査を実施した。30 年 3月に
最終調査を実施し、最長 2年間（T1～T5）追
跡調査した。 
4)解析方法 
まず、研究参加への同意をいただけた対象

者に対して上記にあげた調査項目を実施し、
平均、標準偏差、最大値、最小値、度数分布
など記述統計量を計算した。 
①追跡群と離脱群の比較 
本研究では高齢者に対する長期の追跡調

査となるため、2年間の追跡調査できた群（追
跡群）とそうでない群（離脱群）で、初期評
価時での機能等に差があることが予想され
るため、追跡群と離脱群の初期評価時の群間
差について、群間比較を行った。 
②追跡群の 2年間の変化 
追跡群については、各指標について、T1お

よび T5 の間の変化を計算した。比率および
間隔尺度については、変化量および変化率を
算出した。T1 と T2 の変化については
Wilcoxon の符号付順位検定等を用いた。 
③自助、互助、公助の有無による状態の変

化の差異 
追跡群について、自助、互助、公助に資す

る介護予防サービスまたは活動の有無によ
り状態の変化に違いがあるのかについて、
Mann-Whitney の U 検定、χ2検定を用いて比
較した。 
④自助、互助、公助の組み合わせによる状

態の変化の差異について 
追跡群について、自助、互助、公助の組み

合わせ数による状態の変化の差異について、
Kruskal-Wallis 検定、χ2検定を用いて評価



した。いずれも、統計的有意水準を危険率 5%
とし、5%未満を有意とした。 
 

４．研究成果 
 研究初年度（平成 27 年度）から最終年度
（平成 29 年度）にかけて、延べ 151 名の調
査を行った。対象者のうち、初年度の調査に
参加したのは 75 名（男性 17 名，女性 58 名 
76.6±4.7 歳（平均年齢±標準偏差））であっ
た。この 75 名のうち、方法のところで述べ
た 2年間（T5まで）の追跡調査が行えたのは
53.3%の 40 名（男性 10 名，女性 30 名 77.9
±4.7 歳）であった。本報告書では、主に 2
年間追跡調査が行えたこの 40 名の結果を基
に成果を報告する。 
1)追跡群と離脱群の初期評価時（T1）の状態
の違いについて 
 検定の結果、T1 時点では、最大歩行に有意
差（P<0.05）を認め、追跡群が高い能力を示
していた（追跡群 2.8±0.5 秒，離脱群 3.2
±0.8 秒）。それ以外の項目は、有意差は認め
られなかったが、若干追跡群のほうが上回る
結果であった。 
2) 追跡群の 2年間の変化 
 全体として、2 年間の追跡期間の変化を見
ると、身体機能では握力が有意に向上してい
た。T1：19.6±4.8kg→T2：23.4±5.4kg
（P<0.01）。それ以外の身体機能は有意差を
認めなかった。 
 一方、基本チェックリストの口腔、こころ
（うつ）、生活機能に有意差を認めた。口腔
は、T1:0.8±0.9 点（中央値 1，幅 0-3）,T2：
1.2±1.1 点（中央値 1，幅 0-3）と有意に悪
化（P<0.01）。こころは、T1:1.4±1.5 点（中
央値 1，幅 0-5）,T2：1.0±1.3 点（中央値 0，
幅 0-4）と有意に改善（P<0.01）。生活機能は、
T1:3.4±2.5 点（中央値 3，幅 0-11）,T2：4.0
±2.5 点（中央値 3.5，幅 0-12）と有意に悪
化（P<0.01）。 
3) 自助、互助、公助の有無による状態の変
化の差異 
 なんらかの自助としての活動があった群
（自助有群 31 名）とそのような活動がなか
った群（自助無群 9 名）において、2 年間の
身体機能の変化量および変化率の平均値の
差を検討したところ、最大歩行の変化量
（-0.17±0.33 秒 vs 0.16±0.3 秒，P<0.05，
自助有群 vs 自助無群）および変化率（-5.9
±10.9% vs 5.2±11.0%，P<0.05）において、
統計的有意さを認めた。 
 なんらかの互助としての活動があった群
（互助有群 37 名）とそのような活動がなか
った群（互助無群 3 名）において、2 年間の
身体機能の変化量および変化率の平均値の
差を検討したところ、握力の変化量（4.14±
0.28kg vs 0.10±0.4kg，P<0.05，互助有群
vs 互助無群）および変化率（22.7±16.9% vs 
0.43±2.3%，P<0.05）において、統計的有意
さを認めた。 
 なんらかの公助のサービスを利用した群

（公助有群 18 名）と公助の利用がなかった
群（22 名）において、2年間の身体機能の変
化量および変化率の平均値の差を検討した
ところ、TUG の変化率（-2.2±16.5% vs 2.4
±10.2%，P<0.05，公助有群 vs 公助無群）に
おいて、統計的有意さを認めた。 
 4) 自助、互助、公助の組み合わせによる
状態の変化の差異について 
 自助、互助、公助の組み合わせによって、
どれか 1つのみの活動だった群（一群 8名）、
3 つのうち 2 つを組み合わせた活動だった群
（二群 17 名）、3 つ全て組み合わせた活動を
行った群（三群 15 名）において、2年間の身
体機能の変化量および変化率の平均値の差
を検討したところ、TUG の変化量（図 1）お
よび変化率において有意差を認めた。変化量
は一群 0.56±0.56 秒 vs 二群-0.26±0.74 秒
vs 三群 0.10±0.96 秒（P<0.05）、変化率は一
群 8.49±7.3%vs 二群-4.38±11.36%vs 三群
1.39±16.18%（P<0.05）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
5）結果のまとめと今後の課題について 
 本研究では、都市部における地域在住高齢
者の心身の機能が、自助、互助、共助、公助
のどのようなサービスと結びつくと心身機
能の維持向上の効果が高いのかをそれぞれ
の連携に焦点をあてて検討することを目的
とした。しかしながら、研究計画（申請）時
点から、介護保険制度および介護予防事業が
大きく変わることとなった。一方、本課題の
研究期間の中では、最長で 2年間の追跡を行
うことができたが、制度改変の影響もあり、
共助に資する介護保険サービスを利用した
対象者のデータ収集はほとんどできなかっ
た。 
 介護保険を利用しない（要支援・要介護認
定のない）対象を 2年間追跡した結果、全体
での検討では、握力の改善、基本チェックリ
ストによる口腔機能の悪化、心の改善、生活
機能の悪化があった一方、それ以外の心身機
能は維持されていた。状態の変化に一様性が
ないため、結果の解釈については難しいとこ
ろであるが、基本チェックリストは本人の主
観によるところが大きく、調査時点の体調や
気分に影響を受けやすい。また、本研究の参
加者は、そもそも心身機能への関心が高い高



齢者であることが想像され、測定会場などで
自分以外の高齢者と触れ合うことによって
他者との対比をするようになり、それまで自
分が捉えていた自身の状態像よりも劣等感
を抱く結果になったか可能性も考えられる。 
 一方、本研究の主目的である、自助、互助、
共助、公助との関りと心身機能の変化につい
てであるが、本研究の結果からは対象者数が
少ないこともあり、十分な知見を得るには至
らなかった。例えば、自助を行っている人よ
りも、自助を行わない人のほうが歩行能力が
維持される傾向が示されたことは、そもそも
自宅や個人で自助に資する活動する必要性
を感じていない対象であること、すなわちも
ともと健康であって自宅等以外での健康増
進活動を行っている対象である可能性も考
えられる。本研究の結果は、自助活動の不利
益を説明するものではないと考えられ、その
原因を詳細に検討しなければならない。また、
連携という意味で、自助、互助、公助の組み
合わせによって、心身機能の変化について差
が生じるのか検討したが、TUG の変化に有意
差が認められたものの、少なくとも多くの活
動を組み合わせれば身体機能の維持・向上に
よいというものではないという結果になっ
た。 
 以上の結果を踏まえれば、どのような介護
予防に資するサービスおよびその連携が、地
域在住高齢者の心身機能を維持する効果が
高いのかについては、個人の因子を中心にさ
まざまな要因によって左右される可能性が
示された。このことから、様々な状況を踏ま
えて適切なサービスや活動をチョイスし、実
行したうえで、その効果を再検討して、さら
に改変していくという、マネジメントのプロ
セスが重要であることを示していると考え
られる。介護保険制度の利用者と違い、認定
のない地域在住高齢者はケアマネジャーが
付くことはない。したがって、如何に自分に
合った健康行動をマネジメントしていける
かが、地域においては課題となる。その方略
としては、高齢者自身のヘルスリテラシーを
涵養することが重要と考えられているが、個
人の努力にゆだねるだけでなく、例えば自治
体の保健師や地域のリハビリテーション専
門職などがその支援に当たれるようにすべ
きであると考えられる。 
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